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卒業年 表１での番号 氏 名
新卒時
入社先 昭和７年末在籍企業
大正６年 31 森田歳一 鈴木商店 Nomura & Co.
〃 32 中村勇吉 鈴木商店 マケツソン､ エンド､ ロビンス株式会社
大正８年 41 藤田一郎 鈴木商店 マケツソン､ エンド､ ロビンス株式会社
〃 58 大石利兵衛 鈴木商店
〃 59 及川武壽 鈴木商店 米国貿易会社
〃 64 佐々木英之助 鈴木商店
〃 66 関五郎 鈴木商店 Van Stroaten Havey, Inc
〃 67 園川盤城 鈴木商店
〃 70 浦上鐵郎 鈴木商店
〃 74 米田正一 鈴木商店 宇治川電気会社営業部
大正６年 27 枡田亀吉 増田合名 豊国火災保険
〃 28 三木政太郎 増田合名 日本電線製造株式会社
大正８年 56 中原廣松 増田合名 盛栄商店
〃 50 加納一雄 久原商事 人名の記載なし
〃 61 大脇佐太郎 久原商事 千代田生命
昭和６年時点での勤務部署や月給額などもが判明するのだが、月給額で比較
すると低いものでは126円、多いものでは160円が支給されており、三井物産
に入社して12～15年が経過したその時点で給与面で差が生じていることが察
知される。だが月給が低かったという126円でも、当時の大都市給与生活者
の平均収入額が月92円余43)であったことと比較すれば、決してその額は低い
というわけではなく、不況下にあっても業界を代表する商社に勤務するもの
として、まずまずの生活を送っていたと推測される。
しかし戦時体制を超え、敗戦後の占領政策下の昭和22（1947）年７月、戦
前期日本経済に君臨し続けた三井物産および戦時下に勢力を急進させた三菱
商事という２大商社に対して、GHQから急遽、解散命令が下った。数ある
商社のなかでも、この２大商社を特に狙い撃ちするものであり、この両社に
対しては、解散後も元社員100名を超えて一つの会社を設立してはいけない、
重役もしくは部長の職にあったものは２人以上ひとつの会社に属してはいけ
ない等、きわめて厳格に再結集を阻止する措置がとられた。その結果、三井
物産の元社員が新たに作った企業は223社に、また三菱商事のほうは139社で
あったといわれている44)。
筆者の手元に、元三井物産社員が三井物産解散後に設立した諸企業の昭和
28（1953）年時点での状況を網羅した「三井物産関係新会社名簿」なる資料
がある。これにはすべての社員名が書かれているわけではないが、社名、会
社所在地、資本金のほか役員から部課長クラスまでの人名が列挙されている。
この資料に現れる人名と、表１で関学商科草創期に三井物産に入社した人名
を突き合わせると、大正６年卒業の藤林五三（第二期卒業生：表１の番号15）
が日之出化学工業株式会社の取締役に就いていることが確認できる。同社は
東京に本社を置き、京都府の舞鶴に工場を持つ化学メーカーであったが、藤
林はこの企業で社長、専務に次ぐナンバー３である。彼は明治28（1895）年
生まれ45)で、大正６（1917）年の三井物産への新卒入社時には21、22歳であっ
関西学院高等学部商科草創期の卒業生と貿易商社 161
43) 森本卓郎監修『明治・大正・昭和物価の文化史事典』(展望社、平成20年）p32。
44) 石井寛治『日本流通史』(有斐閣、平成15年）p205。
たとみられるが、入社後36年を経た時点で、三井物産関係の企業で取締役と
して奮闘していたことが史料として確認できたわけであり､ そのこと自体は、
感慨深いものがあるといえるのではないだろうか。
ちなみに細かく分立した三井物産系の関係企業は、その後、三菱商事にや
や遅れる形で昭和34（1959）年に再合同を実現させる。
むすび
本稿では、関学商科草創期の卒業生の少なからざる人数が、大戦景気ない
しは商社ブームのなか三井物産や鈴木商店という貿易商社に就職していたこ
と、そして第一次世界大戦後の反動不況以降、泡沫的な商社が相次いで破綻
した際には、それら商社に就職したもののなかには時代に翻弄されて転職を
余儀なくされるものがいたことを確認した。このような傾向は、関学商科卒
業生に特殊な傾向だったのか、あるいは他の官立・私立高商でも共通してい
える傾向だったのかについては、さらなる検討が必要である。
草創期の商科卒業生の多くが商社に職を得たのは、関学が当時、神戸郊外
に位置していたということもあったであろうが、本稿では当時の神戸ないし
は関西の会計学界ないしは財界の動向を踏まえたうえで、特に関学商科開設
時から教授に就任していた木村禎橘などの教員が、学生のために奔走してい
た可能性を指摘した。これについても、いっそうの史料的補足が必要である
が、その作業も今後の課題としたい。
（筆者は関西学院大学商学部教授）
［謝辞］本稿作成に際し、貴重な史料をご教示下さった関西学院大学学院史編纂室、また
高千穂大学の大島久幸教授、流通科学大学の加藤慶一郎教授に末筆ながらお礼申
し上げたい。
木 山 実162
45) 前掲「昭和六年度使用人録」により確認できる。
